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インタラクションを重視した環境マネジメント・コントロールの展開

安　藤　　　崇

Ⅰ　はじめに

近年管理会計と環境会計の2つの領域から環境マネジメント・コントロール研究に注目が
集まっている。この研究は環境会計分野においては1990年代から，管理会計分野においては
2000年代からなされてきた。いずれの分野においてもそれ程新しい論点ではないことが理
解できる。しかし近年になって脚光を集めている原因として,論点のシフトを挙げることが
できるだろう（1）。2010年以前はシステムの設計に関する議論が中心だったが,2010年代以降
はシステムの活用に関する議論が中心となり,大きく流れが変わったのである（安藤 2015）。

環境マネジメント・コントロールとは,環境性と経済性の同軸の展開を志向するマネジ
メント・コントロールである。Anthony（1988）はマネジメント・コントロールを「経営戦
略の実現のために,マネジャが他の組織構成員に影響を与えるビジネス・プロセス」と定
義付けている。本論文ではこの定義に,①通常の経営戦略ではなく,環境と経済の同軸の推
進を目的とした「環境戦略」を想定している,②環境戦略の実行のみならず,環境戦略の創
発をも想定しているという2点を加味して,環境マネジメント・コントロールを以下のよ
うに定義づける。環境マネジメント・コントロールとは,「環境戦略の実現と創発のために,
マネジャが他の組織構成員に影響を与えるビジネス・プロセス」である。戦略特性である

「環境」と「経済」の要素は,いずれかが他のいずれかに従属する関係にある訳ではない。そ
れらは同レベルの重要性を持つことに我々は注目すべきである（2）。

（1）	� 例えば管理会計の海外学術雑誌management accounting research（Vol.24.No.4,2013年）は,環境マネジメン
ト・コントロールに関する特集号である。

（2）	� 例えば日本企業で環境マネジメント・コントロールを展開している企業として,キヤノン株式会社を挙げる
ことができる。同社は「共生」 の経営理念の実現を目標に,自社内に環境業績評価システムを効果的に設計・ 
運用している。また,環境マネジメント・コントロールの中枢である環境業績評価システムの実務として,パ
ナソニック株式会社の2002年度のシステムを示すことができる。環境業績評価システム全体が100点満点で
あり，環境パフォーマンス指標には10点の配点がなされている。

（注：他の評価項目の配点は社内秘により公表できない。）

【パナソニックの環境業績評価システム（2002年度）】

〔論　説〕
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本論文の目的は,環境マネジメント・コントロールの展開においては,どのような活用方
法が有効で,どのような成果がもたらされる可能性があるのかを明らかにすることである。
この作業を通じて,環境マネジメント・コントロールの通常のマネジメント・コントロー
ルにはない新たな特徴を明らかにすることができ,当概念の存在意義を深めることができ
よう。本論文の構成であるが,次節では環境マネジメント・コントロールのプロセスを先
行研究をもとに定式化する。そして伝統的なマネジメント・コントロールのプロセスと環
境マネジメント・コントロールのプロセスを比較し,環境マネジメント・コントロールの
特徴を明らかにする。ここで環境マネジメント・コントロール・プロセスの最大の特徴と
して,通常のマネジメント・コントロールより拡張したステークホルダー主体とのコミュ
ニケーションを重視していることを明らかにする。3節では,こうした環境コミュニケー
ションの特性（目的,対象,手段及び,組織的成果）について明らかにした上で,その意義に
ついて検討する。4節では本論文の結論と今後の課題について述べる。

Ⅱ　環境マネジメント・コントロールの特徴

本節では環境マネジメント・コントロールの特徴を明らかにするために，まず通常のマ
ネジメント・コントロールのプロセスを明らかにする。伝統的な当概念を理解するために
は，Anthony（1988）を手掛かりにすることが適当であろう。そのため，次節ではAnthony

（1988）を再検討することにしよう。

1．マネジメント・コントロールのプロセス
Anthony（1988）は,マネジメント・コントロールを大きく5つの段階（計画,予算,実行,

評価,報酬）から構成されるビジネス・プロセスとして提示している。
計画は戦略的計画とは異なる。方針は策定と実行の2つの部分から構成されるが,戦略的

計画は前者と,計画は後者と深く関わっている。 Anthony（1988）はそれらの違いとして,
戦略的計画は非体系的であり,計画は体系的であるという特徴を指摘している。予算は計
画をより具体的化したものであり,将来1年間の活動を金額的な関わりで表現したもので
ある（Anthony 1988,P.87）。Anthony（1988）は 次の業績評価のステップが非常に重要であ
ると強調している。それは,①管理者にとって評価されているということが強力な動機付

図表1　Anthony（1988）のマネジメント・コントロールのプロセス

（出所）横田（1998）53頁より抜粋
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けになるからであり,②直近の過去の意思決定や活動の成果を評価することを通じて,次期
の計画の再検討のための基礎を提示するからである。Anthony（1988）は,報酬は主観的要
素と客観的要素から構成され,上級マネジャになればなるほど,後者の影響を受けやすいこ
とを指摘している。いずれにしても,報酬も業績評価と同じく対象者の職務に対する動機
付けとして重要な役割を果たしている。伝統的なマネジメント・コントロールのプロセス
について確認することができた。次節では環境マネジメント・コントロールのプロセスを
先行研究に基づいて定式化することにしよう。

2．　環境マネジメント・コントロールのプロセス
環境マネジメント・コントロールは「エコ・コントロール（Öko-Controlling）」とし

て,もともとドイツ語圏で誕生した。筆者の調査した限りで初めての体系的な著書は
Schaltegger and Sturm（1998）である（3）。この著書は,当時ドイツ語圏で生成し始めたエコ・
コントローリング・システムの事例調査を踏まえて,当概念の一般化を目指した書物であ
る。この著書は,伝統的な環境マネジメント・コントロール・システムの設計面での基礎
的知識を提供してくれるだけではなく,その内容は20年弱経た現在においても非常に現
実的な示唆に富むものである。そのため,環境マネジメント・コントロールのプロセスを
Schaltegger and Sturm（1998）を中心に再検討し,議論を補足するためにSchaltegger and 
Burritt（2000）を用いることにする。

（3）	� 環境マネジメント・コントロールとエコ・コントロールの概念定義の違いは,安藤（2015）に詳しい。エコ・
コントロールは,環境問題に特化した初期のコントロール・システムである。2000年代以降それは,テーマを
社会問題や非公式システムに拡大し,環境マネジメント・コントロールとして発展した。要するに環境マネジ
メント・コントロールは,エコ・コントロールを起源とし,それを包括する高次の概念である。

図表2　エコ・エフィシェンシー・ポートフォリオ・マトリクス

Shaltegger and Burritt(2000)391頁をもとに筆者作成
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Schaltegger and Sturm（1998）は,環境マネジメント・コントロールは環境問題を基礎に
全く新たに構築するのではなく,財務的なコントロール・システムに基づいて構築すべき
と主張している。そして,財務的なコントロールが経済面における効率性と効果性の追求を
目的としているのと同様に,環境マネジメント・コントロールも経済面・環境面における
効率性と効果性を目的としていると主張する。その特性は,図表2にも顕著に表れている。

Schaltegger and Burritt（2000）は,このマトリクスの活用によって,ほぼ全てのセグメ
ントをグリーン・スター（つまり環境パフォーマンスも高く経済パフォーマンスも高い
セグメント）に向けて動機付けることが重要であると指摘している。このマトリクスから
も環境マネジメント・コントロールは,環境性・経済性の同軸の追求を目的としたコン
トロール・システムであることが理解できるだろう。Schaltegger and Sturm（1998） と
Schaltegger and Burritt（2000）の研究成果を踏まえると,環境マネジメント・コントロー
ルの推進プロセスは,図表3のような5段階（①目標と方針の設定，②情報の収集と活用，
③意思決定支援，④統制と実施，⑤内部及び外部コミュニケーション）で捉えることがで
きる。

①の目標と方針の設定段階では，明確な目標と方針を策定が鍵となる。目標と方針の策
定段階は，環境マネジメント・コントロール・システムの根本的な方向性を決定する重要
な段階だからである（Schaltegger and Sturm 1998）。

②の情報の収集と活用段階では，様々な情報を様々な情報源（環境会計や環境報告書の
策定段階などを通じて）から収集する必要性を2つの先行研究は主張している。基本的に
環境マネジメント・コントロールは情報マネジメントを基盤としている（Schaltegger and 
Burritt 2000）。具体的にはこれ以降に展開するマテリアルフローコスト会計（4）による分析
データやSBSC（サステナビリティ・バランスト・スコアカード（5）におけるパフォーマンス・
ドライバーで測定した環境管理会計情報の活用によって展開していくことになる。

（4）	� マテリアルフローコスト会計は,ドイツのワグナー博士（アウグスブルグ大学）が開発した環境管理会計のお
ける代表的な手法である。日本の代表的な研究成果として,中嶌・國部（2008）を挙げることができる。

（5）	� 当分野の先行研究を体系化したものとして,Hansen and Schaltegger（2016）を挙げることができる。

図表3　環境マネジメント・コントロールのプロセス

Schaltegger and Sturm(1998),Schaltegger and Burritt(2000)をもとに筆者作成
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③の意思決定支援では，図表2のようなBCGマトリックスの環境版を用いることが有効
である。このマトリックスによって,製品,戦略的ビジネスユニット,業種ミックスの環境
面及び経済面の影響を評価することができ,戦略的な意思決定が容易になる。

④は統制と実施の段階である。この段階は，環境業績評価システムの構築やそれと連携
させた報酬システムの導入を意味している。これは環境マネジメント・コントロール・シ
ステムにおける基幹システムとして位置づけることができる（6）。

⑤の最終段階が,企業の内部及び外部コミュニケーションである。企業の環境問題に対
する取り組みに関する情報交換を社内外で活性化していくことが重要であると彼らは再三
強調している。

3．環境マネジメント・コントロールにおけるコミュニケーションの重要性
これまでの議論から,通常のマネジメント・コントロールと環境マネジメント・コント

ロールの最も大きな違いは,最終段階のコミュニケーションの重視度にあることが理解で
きる（図表2と図表3を比較対照のこと）。しかしなぜ,環境コミュニケーションは,環境マ
ネジメント・コントロールの最終段階として強調されるほど重要なのだろうか。管理会計
分野でコミュニケーションを重視したコントローㇽの重要性や方法は,Simons（1995）が詳
しく議論している。Simons（1995）によればコミュニケーションの目的は環境の不確実性
を低減することにあるという。しかし環境コミュニケーションは,単にそれだけを目的と
しているのではないようである（7）。次節では,環境マネジメント・コントロール論において
コミュニケーションの有効性を主張した研究を再検討することを通じて,環境マネジメン
ト・コントロールの展開における環境コミュニケーションの果たす役割について検討する
ことにしよう。

Ⅲ　環境コミュニケーションの展開

環境コミュニケーションの重要性は,環境マネジメント・コントロール論において1990
年代後半から主張されてはいた。しかしその具体的な内容に踏み込んで研究が展開し始
めたのは,2010年以降のことである。本節ではそうした2010年以降の環境マネジメント・
コントロールの活用において,環境コミュニケーションの重要性を主張した研究として
Arjaliès and Mundy（2013）を取り上げる。そして,その内容を再検討することを通じて,
環境マネジメント・コントロールにおける環境コミュニケーションの役割について検討す
ることにしよう。

（6）	� さらに詳しく説明をすると,環境マネジメント・コントロールの基幹システムは,環境業績評価システムであ
る（Schalteggerand Burritt 2000）。そのため環境マネジメント・コントロールの重要なポイントは,伝統的な
業績評価システムに環境パフォーマンス指標を導入した上で,システムを再構築し,それを基軸としてビジネ
ス・プロセスを展開することである。これに関しては,伝統的概念のマネジメント・コントロールも同様であ
る。Anthony（1988）は,マネジメント・コントロール・システムの最も根幹となるのは業績評価システムで
あると指摘している。伊丹（1986）や谷（2013）にも同様の記述がある。

（7）	� 通常のマネジメント・コントロールと環境マネジメント・コントロールにおける各々のコミュニケーション
の違いについては,筆者が神戸大学管理会計研究会（2014年6月21日開催）での,小林哲夫神戸大学名誉教授
からのご示唆にヒントを得た。
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1．環境コミュニケーションの特性
Arjaliès and Mundy（2013）は,フランスの大企業を中心とした証券投資の銘柄である

CAC40を対象に,CSR戦略の実行に向けるマネジメント・コントロール・システムの活用
方法に関する調査・研究を行った。彼らは,「組織はCSR戦略の管理のために,マネジメン
ト・コントロール・システムをどのように活用するのか」という研究課題を明らかにする
ために先行研究に基づいて質問票を作成した。特に彼らが取り上げた分析フレームワーク
は,Simons（1995）のLOC（Levers of Control）の理論である。この理論は,必ずしも戦略を
所与としない不確実性の高い市場環境をも射程としている点に特徴を持ち,Simons（1995）
は市場特性や製品ライフサイクルに応じて,4つのコントロール・レバーを使い分けるこ
との重要性を主張している。Arjaliès and Mundy（2013）はSimons（1995）の所論と分析フ
レームワークを採用した理由として,①新しいステークホルダーの意見を取り入れて,戦略
的な変化を鼓舞したい状況に適している,②戦略的不確実性への対応に適した理論体系で
あること,③多元的な業績評価指標に部下のマネジャを動機付ける状況に適しているとい
う3点を挙げている。質問票の回答者はCSR部門の部門長であり,87.5％という高い回収率
を獲得した。結果として,以下の図表4のような取りまとめを行っている。

図4はCSR戦略の管理として,Simons（1995）の提示した4つのコントロール・レバーを
どのような目的のためにどのように活用することが有効かをまとめたものである。ここで
CSR戦略の管理とは主に,①意図した戦略（intended strategy）の実行と,②現場からのアッ
プ・トウ・デイトの情報に基づいた新たな創発型の戦略（emergent strategy）を統合させ
ることである。Anthony（1985）の理論は,そもそもシステムの設計を対象にした理論では
ある。しかしここであえてAnthony（1985）が前提として議論していたシステムを有効に活
用しようとした場合,Simons（1995）のフレームワークによれば,①の意図した戦略の実現
に向けて,診断型のコントロール・レバーを活用することが有効ということになるだろう。

一方でArjaliès and Mundy（2013）において着目しているのは,後者の戦略の創発に向け
る活用方法である。Simons（1995）はその具体的ツールとしてディベートとコミュニケー
ションを挙げているが,CSR戦略の創発においては後者の環境コミュニケーションがより
重視される。さらに詳しくArjaliès and Mundy（2013）の議論を検討することにしよう。
図表4で環境コミュニケーションに関連しているのは,信念のシステムと双方向型（イン
タラクティブなプロセス）である。信念のシステムは,例えばM&Aなどによって異質な組

図表4　CSR戦略の実行に向ける4つのコントロール・レバーの活用方法

� ArjalièsandMundy(2013)296頁を筆者訳出
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織が連携し,CSRに対する取り組みに温度差がある場合,CSRヴィジョンの共有を目的する
ためなどで活用されることがあるという。より一般的に言えば初期的には,既存のチャネ
ル（例えばイントラネットや会議などの制度的なコミュニケーション）を通じてCSR戦略
に関する戦略的なイニシアティブを伝達する目的でコミュニケーションがなされる。次の
段階では,CSRの価値と目的を促進するために,企業特定的なプログラムや単発の教育セミ
ナー ,CSR部門長の活用などを通じて,コミュニケーションがなされる。この段階のコミュ
ニケーションは,CSR戦略と主流となる経営戦略との連携を企業構成員に意識づけること
も重要な目的である。こうしたCSRの価値は,一般的に経営者の緒言（ミッション・ステー
トメント）という形で表現され,広く企業内に伝達される。

具体的な伝達手段は,戦略的計画に関する文書や組織横断的な会議,企業のイントラ
ネット,ポスター等を通じての心理的なアーティファクト等である。こうしたコミュニ
ケーションを通じて,企業構成員は新たな戦略の実行に関する自らの強みと弱みの自己評
価,CSR戦略と連携した具体的な行動の必要性,通常の企業コミュニケーションのチャネル

（e-mailやブックレット等）を通じて様々な企業内におけるコミュニケーションの必要性に
ついて理解するようになるという。

こうしたコミュニケーションの結果どのような組織的成果をもたらすことができるので
あろうか。その解答は双方向型の活用による結果に見出すことができる。双方向型のプロ
セスは,上級管理者,従業員,サプライヤー等といった外部のステークホルダーと情報やア
イデアを共有するためのコミュニケーションを促進する。そうした活動を通じて,組織は自
らの正統性とレピュテーションを高め得る。確かに,自動車産業や化学業界を代表する多
くの企業が,インタラクティブな活用方法に特に期待を寄せている。Arjaliès and Mundy

（2013）の個別企業に対する補足インタビューの結果を以下に抜粋することにしよう。
“We believe CSR is a tool to stimulate innovation via the relationships with our 

stakeholders,whoever they are.”
（日本語訳：我々はCSRをあらゆるステークホルダーとの関係を通じて,イノベーショ

ンを喚起するツールであると確信している。）
ただし Arjaliès and Mundy（2013）では具体的なイノベーションの内容についてま

では明らかにしておらず,ここに今後の研究課題を見出すことができる。いずれにして
も,Arjaliès and Mundy（2013）は,CSR戦略およびその実行の手段としての環境マネジメ
ント・コントロールを,企業内外におけるコミュニケーションのプロセスと位置づけ,定義
している点に着目することが重要である。

2．環境コミュニケーションの意義
Simons（1995）に代表される管理会計のマネジメント・コントロール論におけるコミュ

ニケーションの目的は,環境の不確実性を低減することであった。これに対して環境コ
ミュニケーションは対象の範囲がまず大幅に拡大する点に着目すべきであろう。Arjaliès 
and Mundy（2013）においても環境保護団体やNGOなど,単なる経済的利害に限定されな
い拡張したステークホルダーの出現を確認することができた。筆者はここに環境コミュニ
ケーションの意義があると考えている。前頁英文抜粋分の“Whoever（誰でも）”という箇
所が象徴的である。経済的利害関係者以外の主体にも配慮しているということ自体に意味
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があると考える。
つまりコミュニケーション対象範囲の拡大は,企業が一経済主体という固定観念を捨て,

地球上に住まう同じ一つの生命活動体としての存在意義（アイデンティティ）を共有し強
固にする働きを持っているのではないだろうか。近年環境会計分野ではCSR（Corporate 
Social Responsibility）に代わって,CSV（Creating Shared Value）という概念が台頭してい
る（Porter and Kramer,2011）。Porter and Kramer（2011）によれば,CSV（共通価値）とは,

「企業が事業を営む地域社会の経済条件や社会条件を改善しながら,自らの競争力を高める
方針と実行」と定義され（Porter and Kramer 2011,66;編集部訳 2011,11）,それを國部（2015）
は「企業を取り巻く拡大されたステークホルダー主体との共通の価値を高めることで,企
業自身の成長を目指す戦略」（國部 2015,P.27）として解釈している。このように環境会計分
野では,従来の管理会計の想定してきたステークホルダーの対象範囲と時間軸,及び活動内
容の次元を大幅に広げた理論に注目が集まっており,今後の展開が期待されるところなの
である。

Ⅳ 結論と今後の課題

本論文は,環境マネジメント・コントロールの展開においては,どのような活用方法が有
効で,どのような成果をもたらす可能性があるのかを明らかにした。先行研究の再検討の
結果,環境マネジメント・コントロールの今後の展開においては,双方向型に活用すること
がより重要となり,中でも具体的に環境コミュニケーションという手段が有効であること
が明らかにした。環境コミュニケーションは従来のマネジメント・コントロールのコミュ
ニケーションに比べ,対象主体の範囲,時間軸及び,活動内容の次元を大幅に拡大する傾向
を持つ。そして環境コミュニケーションは,各種主体の発信する情報やアイデアの受容と

図表5　通常のマネジメント・コントロールと
環境マネジメント・コントロールにおけるコミュニケーションの違い

筆者作成
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自主体のそれを交換することを通じて,共通価値（CSV）と目的の共有を促し,伝統的マネ
ジメント・コントロールの実行にはもたらしえなかった画期的なイノベーションの創出を
ねらいとしていることが明らかとなった。つまり,インタラクションを重視した環境マネ
ジメント・コントロールの展開において,環境コミュニケーションが非常に有効な手段で
あることを確認することができた。

そもそも環境戦略や環境マネジメント・コントロールの展開において環境コミュニケー
ションは,何故有効なのだろうか。おそらく地球環境問題は我々人類にとって重要な課題
であることは異論をはさむ余地はないであろう。しかし,いざ個人レベルでその改善に向
ける行動を求められると,すぐに実行できないケースも多いはずである。地球環境問題は
地球上に住まう全生物の将来にわたる課題であるため,他にフリー・ライドすることが比
較的容易だからである。ここで環境コミュニケーションが有効性を発揮する可能性があ
る。環境コミュニケーションはフェイス・トウ・フェイスのインタラクションが効果的で
あると言われている（Costanzo et al,1986）。それは人間は自分に何らかの関わりのある物
事に関しては,積極的に関心を抱く傾向を持つからである。フェイス・トゥ・フェイスの
コミュニケーションにおいて,情報の発信者はその受容者の説得性を高めるために,情報の
受容者に出来るだけ直接関わりのあるトピックと関わらせて話題を展開したりして,情報
伝達の工夫を凝らすことができる。そうした質の高いコミュニケーションの結果,情報の
受容者が環境保全活動に高い関心を抱けば,その情報の受容者は今度情報の発信者となっ
て,周囲の人間に対して環境保全活動の重要性を説得しようとするであろう。結局,地球環
境問題の解決のためにはもちろん社会制度や組織システムといった仕組みの整備も大切で
はあるが,結果として個々人が環境保全に対する意識を高めて,実際に行動を変革していく
ことが何より重要なのである。環境マネジメント・コントロールの展開において,コミュ
ニケーションやインタラションに脚光が当たり始めている動向は,そうした地球環境問題
の改善や解決に向ける有効的かつ本質的な方向性への志向と理解することができる。

確かに環境マネジメント・コントロール展開の大きな目的は環境戦略の実行と創発に
ある。しかしコントロールの展開プロセスにおいて最も重要なのは,企業構成員の動機付
けであろう。一体企業構成員はどういった動機で環境保全活動に取り組んでいるのであろ
うか。筆者は,この動機は通常の経済活動とは異なる特性を持つと考えている。それを明ら
かにすることが恐らく当研究領域における今後の最大の課題であろう。通常のマネジメン
ト・コントロールはインタラクションの具体的手段としてディベートと対話（コミュニケー
ション）を挙げている。これに対して,環境マネジメント・コントロールはなぜディベート

（討論）ではなく対話（コミュニケーション）を重視しているのであろうか。こうした意義
深い問題意識を端緒としながら,インタラクションを重視した環境マネジメント・コント
ロールに関する事例及び研究成果を蓄積していくことが,今後何より重要であろう。
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〔抄　録〕

本論文では，企業は環境マネジメント・コントロール・システムをどのように有効的
に活用することができ,結果的にどのような成果をもたらすことが出来るのかを明らかに
した。先行研究の再検討の結果、環境コミュニケーションという方法が有効であることを
明らかにした。環境コミュニケーションは従来のマネジメント・コントロールのコミュ
ニケーションに比べ,対象主体の範囲,時間および,活動内容のレベルを大幅に拡大する傾
向を持つ。環境コミュニケーションは,共通価値（CSV：Creating Shared Value）（Porter 
and Kramer,2011）と目的の共有を促進し,画期的なイノベーションの創出を最終的なねら
いとしていた。


